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序章  日本企業と外国人労働者の現状と問題点 
 
 
1  変化の岐路に立つ日本企業 
 
1.1  日本的雇用システムのゆらぎ 
日本企業はいま，変化の岐路に立っている．日本企業が歴史的に形成してきた，成員に対
する中長期的な生活保障・能力開発を提供する雇用管理の仕組みは「日本的雇用システム1」
と総称され，中核的な日本企業の根幹を成していた2．アベグレン（1958=2004）が発見した
長期雇用・年功賃金・企業別労働組合という日本企業の雇用管理の性質は「三種の神器」と
呼ばれ，現在でも日本企業を特徴づける〈日本的〉なるものの理念型として存在している
（Abegglen 1958=2004; 尾高 1965; Dore 1973=1987; Cole 1979; 小池 1999; Keeley 2001; 仁
田・久本編 2008; 労働政策研究・研修機構編 2018）．無論，すべての日本企業に長期志向
の雇用・労働の仕組みが備わっているわけではない．それが果たして日本の企業だけにみら
れる〈日本的〉なものなのかという点に関しても，今日に至るまで侃々諤々と議論がなされ
てきた．その一方で日本的雇用システムという概念枠組みは，本当にそれが〈日本的〉なも
のかはさておき，日本の企業社会を支える規範的原理として組織や個人に影響を及ぼして
いる3（稲上・川喜多編 1999）． 
日本的雇用システムの根幹を支えてきたのは，製造業や大企業を中心とした伝統的な企
業群であり，そこで働く正規雇用のブルーカラー男性労働者であったとされている．日本的
雇用システムの全貌は，戦前からの歴史をもつ日本の製造業・大企業を対象とした多くの労
働調査によって観測され，検証されてきた（Abegglen 1958=2004; 氏原 1966; Dore 1973=1987; 
稲上 1981; 小池・猪木編 1987）．工場で働く男性のブルーカラー労働者をうまくリテンシ
ョンし，安定した労働供給を達成するために，日本の雇用関係ないし雇用管理は発展を遂げ
てきた（Gordon 1985=2012）． 
アベグレンが「相互的な責任と義務の関係」（Abegglen 1958=2004: 26）と評した長期的
で協調的な労資の関係性は，日本の雇用・労使関係の本質を捉えていると広範に解釈され，
ホワイトカラーや非工場労働者を含む日本企業全体の編成原理として理解されるようにな

 
1 日本的雇用システム以外にも日本型雇用や日本型経営システムなどの呼称があるが，その意味
内容は大差がないため，本論文では統一して日本的雇用システムと呼ぶ． 
2 雇用システムとは，主体の実際の集団的行動や認識，期待を観察したうえで認知される個々の
諸制度や慣行が，1つの補完的な関係によって理解されるものである（佐口 2018: 5）．たとえば，
年功賃金は集合的に認知される 1 つの制度であり，年功賃金制や長期雇用慣行などが相互補完
的に「雇用システム」という総体をなしている．本論文では日本的雇用システムを，それが実際
に〈日本的〉であるかという問題には立ち入らず，「大企業・製造業を中心に形成された，中長
期的な雇用関係を前提とした企業内の諸制度・慣行」と定義し，これが社会通念として認識され，
定着していることを前提に議論を進めていく． 
3 たとえば労働政策研究・研修機構の調査によると，近年若者層において終身雇用を支持する割
合は高くなっており，依然として日本的雇用システムを肯定し，求める個人が多いことが指摘さ
れている（労働政策研究・研修機構編 2018）． 
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った．ただし，日本的雇用システムを支えるコアの周辺には，日本的雇用システムの恩恵に
与れない相当程度の労働者が存在する．特に臨時工やパートタイマーなどの非正規雇用者，
とりわけ女性労働者は主に日本的雇用システムを成立させるうえでの補完的役割を担わさ
れ，企業の緩衝材としての役割を負ってきた（大沢 1992; Brinton 1993; 八代 1997; 小池 
1999; 仁田 2003; 野村 2007; 佐口 2018）． 
しかし日本の経済成長に陰りが見え，少子高齢化や女性の社会進出が進んだ 1990年代以
降，日本的雇用システムを形成していた諸制度に変化がみられる．たとえばベッカーの人的
資本理論（Becker 1964=1976）やラジアーの後払い賃金理論（Lazear 1979, 1981）によって説
明された年功的な賃金カーブは，近年その形を変えつつあると言われている（稲上・川喜多
編 1999; 清家 2004; 川口 2011; Hamaaki et al. 2012; 大湾・佐藤 2017; 鶴 2019）．賃金慣
行を皮切りに，長期的な雇用慣行や協調的な労使関係などの日本的雇用システムを形作っ
てきた諸慣行も，同時に変容を迫られている4． 
こうした論調は，1995 年に日本経営者団体連盟が「新時代の『日本的経営』」を報告し
て以来，ますます強まっている．そこで示された雇用ポートフォリオは，日本的雇用システ
ムの前提となっていた長期的な雇用関係を「長期蓄積能力活用型」と表現し，これとは異な
る類型として「高度専門能力活用型」と「雇用柔軟型」を提出することで，日本企業にこれ
らを組み合わせた効率的な雇用のあり方を提起している．この時期を境に日本的雇用シス
テムは「崩壊」したと捉える論者も多く，現在に至るまで男性正社員を中心とした雇用制
度・慣行からの脱却の必要性が叫ばれている（八代 2015; 久本 2018; 鶴編 2019）． 
さらに経営環境という観点においても，企業を取り巻く近年の情勢は日本企業に様々な
変革を迫っている．特に大きな変化として 2つの市場，商品市場と労働市場の変化が挙げら
れる（労働政策研究・研修機構編 2018）．情報技術の発展や市場の拡大によって，顧客の
裾野が広がり，また企業の潜在的な競争相手が増加したことで，どの商品やサービスが売れ
るのかに関する不確実性が増大した．サービス産業化やデジタル化も昨今の商品市場の環
境を変化させており，日本企業もその対応に追われている．たとえば日本の製造業における
強みとして，不確実性に対処する「知的熟練」（小池 2005）や「統合型のもの造り組織能
力」（藤本 2003）などが知られるが，このような日本企業の優位性も，商品市場が拡大・
変容している昨今において，有効性を発揮し続けるかどうかは不明である．くわえて，組織
志向型（Dore 1973=1987）の特徴をもつとされた日本企業は，不確実性に対応するための直
接金融中心へのシフトやコーポレート・ガバナンスの重視にともない，市場志向型へと推移
しているのではないかと議論されている（Dore 2000=2001; Jacoby 2005=2005）．商品市場の
変化は仕事の質を変容させ，それまで前提とされていた雇用管理や組織のあり方にまで抜
本的な見直しを迫っている（Cappelli 1999=2001）． 
もう 1つの大きな変化に，日本における労働市場の変化が挙げられる．少子高齢化や女性
の社会進出，高学歴化の進展などが人員構成の変化や労働力不足をもたらし，様々な場面で
の労働力の多様化を促進した．女性に関しては，昨今の女性活躍に向けた取り組みに先駆け
て，かつてより国際社会で労働力としての女性の地位向上が叫ばれてきた．近年活発に行わ

 
4 2019年 5月にトヨタ自動車社長の豊田章男が「終身雇用に維持は難しい」と発言したように，
長期的な雇用慣行の行き詰まりを感じさせる企業からの発言も多くみられる． 



 7 

れている企業内のワーク・ライフ・バランスの見直しや雇用・昇進機会の均等化は，女性を
うまく労働力化するために必要不可欠であり，日本的雇用システムのコアであった男性労
働者に対する企業の依存を分散する 1つの手段となりうる．また，若年者に関しては，就職
氷河期を経てニートやフリーターが話題となってから，主に正社員になれず望んだキャリ
アを得られないことが問題視される．日本的雇用システムの変容とあわせて，若者をうまく
企業社会に包摂することに関心が向けられている．さらに高齢者に関しても，寿命の伸長と
財政の圧迫などの理由から定年退職の年齢が引き上げられるなど，高齢者の雇用のあり方
についても日本的雇用システムとの関係性からの議論が欠かせない．労働者の利害が多様
化しているなかで，適切な雇用管理のあり方が求められている． 
 
1.2  グローバル化が助長する経営環境の変化 
上記の 2つの市場の変化は，市場のグローバル化にともなって助長され，もはや日本国内
の市場だけで完結する議論ではなくなりつつある．商品の市場は国内だけでなく国際的な
競合相手との競争に晒され，製造業を中心に国境を超えたヒト・モノ・カネの動きが加速し
ている．特に日本の人口が将来的に先細りしていくと予想される現状では，国内だけで十分
な市場の拡大は見込めず，より潜在的な購買層を求めて海外市場に展開することも重要な
課題となっている．同時に，日本国内の労働市場にも国際化の波が押し寄せている．日本の
生産年齢人口は少子高齢化を受けて減少していくと予想されるため，多様な分野において
今までとは異なる新たな労働者を戦力にすることが求められる．それが正規職の女性であ
り，様々な雇用形態をとる若者や高齢者であり，本論文で中心的に扱う外国人である．日本
人の人口が減少に向かうとすれば，国内の労働需要を満たすためにも一層外国人の雇用は
重要な課題となるはずであり，実際に日本では様々な形で外国人を労働力とする試みがな
されている（稲上ほか 1992; 上林 2015b; 村上 2015）． 
世界的な企業社会の変化も，日本企業の経営環境に変容を迫る外的圧力となる．しばしば
日本と対比的に言及されるアメリカにおいても，市場志向型へのシフトと労働市場の多様
化という同様の動きが 1980 年代以降にみられた．たとえばホワイトカラーに限定すれば，
アメリカの大企業でも 80年代半ばまでは長期勤続，旺盛な企業忠誠心，アイデンティティ
ーの拠り所としての機能など，ウェルフェア・キャピタリズム（企業福利主義）として日本
企業と似た側面を残していたとされている（Kanter 1977=1995; Bennett 1990; Heckscher 
1995=1995; Jacoby 1997=1999）．ところが，80年代に労働市場の状況や労使双方の交渉力に
よってその都度改められるオープン型の労使関係を志向する雇用のニューディールが生じ，
市場原理が企業内部労働市場に持ち込まれることによって市場志向型への移行を強めた
（Cappelli 1999=2001; Kunda & Van Maanen 1999）．これにより臨時雇用者や委託業者など
による「周辺」的な仕事が増える一方，会社の「中核」に存在するホワイトカラーの人員に
は，雇用が保障される見込みのないままさらなる労働強化が要求されている5（Schor 1992; 
Hockschild 2001; Kunda 1992=2005）． 
この市場志向への動きに並行して，企業の「中核」的人員の多様化が同時に求められてい
る．女性や非白人の地位向上は，社会的望ましさだけでなく，組織自体の人材的な強みを生

 
5 この点は組織内の不平等という点からも問題とされている（Acker 2006）． 
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み出すとしてダイバーシティ・マネジメントの観点からも正当化された（Cox & Blake 1991; 
Thomas 1991; Stainback et al. 2005; Kalev et al. 2006; Dobbin 2009）．企業におけるダイバーシ
ティ・マネジメントの重要性は，女性（Hochschild 2001; Herring 2009; Dobbin 2009）や人種・
民族（Richard 2000; Roberson & Park 2006; Herring 2009; McKinney 2009）を中心に議論され，
現在でも様々な角度から研究がなされている． 
アメリカの大企業を中心にみられる市場志向の強化とダイバーシティの重視という経営
環境の変化は，日本企業の雇用管理のあり方にも確実に影響を与えている．近年日本国内で
盛んに議論されるワーク・ライフ・バランスという視点も，その源流はアメリカ企業で社員
とその家族のニーズを満たすことを積極的に取り組む「ファミリー・フレンドリー」概念に
あり，その影響が確認される（脇坂 1998; 佐藤 2001）．アメリカ発の概念であるダイバー
シティ・マネジメントも，徐々に日本企業で広がりつつあると指摘されている（有村 2007; 
馬越 2011; 佐藤・武石編 2017）． 
 
 
2  増加する外国人労働者 
 
 グローバル化にともなって日本企業の経営環境が変化すると同時に，日本国内で外国人
労働者を求める声が大きくなっている．特に外国人労働者の受け入れには，政策的な意図が
大きく関与している．たとえば首相官邸による“未来投資戦略 2017——Society 5.0の実現に
向けた改革”では「熾烈なグローバル競争に打ち勝つため」「第 4次産業革命の推進」「イ
ノベーション創出のため」に高度な外国人材の活用が重要だと主張されており（首相官邸 
2017: 98），“未来投資戦略 2018——「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革”では「従
来の専門的・技術的分野における外国人材に限定せず，一定の専門性・技能を有し即戦力と
なる外国人材を幅広く受け入れていく仕組みを構築する必要がある」と論じている（首相官
邸 2018: 112）ことからも，政府主導で外国人の活用が積極的に検討されていることがわか
る．日本企業では「外国人登用に関する全体戦略の構築や，外国人を含めた全社的な人材マ
ネジメント・職務内容の明確化・公正な評価の仕組み，英語でも活躍できる環境等の導入を
はじめとした高度外国人材を積極的に受け入れるための就労環境整備を促していく」（首相
官邸 2017: 99）こと，「高度外国人材の専門性の発揮や公正な評価・処遇につながる雇用管
理改善の取組の指標となる好事例集の普及啓発を図り，魅力ある就労環境整備を促してい
く」（首相官邸 2018: 116）こと，「専門家による採用から定着までのきめ細かな伴走型支
援を提供することで，留学生を含む高度外国人材の採用を促していく」（首相官邸 2019: 74）
ことが政策的な目標とされている． 
政府の外国人活用に対する積極的な姿勢を受け，日本企業でも様々な事情からますます
外国人の採用に関心が注がれている．巷では企業向けに外国人を雇用するためのマニュア
ル本が溢れ，様々な観点から外国人の雇用が推奨されている（濱川 2018; 佐藤 2019; グロ
ーバル人材キャリア支援協会編 2019; 杉田ほか 2020）．では外国人とはどのような存在で
あり，どのような外国人労働者が増加しているのだろうか．本節では，官庁統計を用いたマ
クロデータから，日本で滞在して働く外国人労働者の現状を俯瞰していく． 
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2.1  外国人の定義 
 外国人に関する統計データを確認するにあたって，改めて本論文が扱う外国人とは何か
を定義する．本論文では「出入国管理及び難民認定法」（以下，入管法．最終更新：平成三
十年十二月十四日公布）の定義に則り，「日本の国籍を有しない者」を，外国人の第一の要
件とする．第一の要件にくわえて，中長期的に日本に在留するものを第二の要件とし，これ
を本論文における外国人として扱うことにする．したがって観光や短期業務などの一時的
な理由で日本に滞在するものは含まない．入管法第四章第一節第二款第十九条の三「中長期
の在留」によれば，入管法にもとづく中長期的に在留するものとは「三月以下の在留期間が
決定された者，短期滞在の在留資格が決定された者，外交又は公用の在留資格が決定された
者，前三号に準ずる者として法務省令で定めるもの」を除いた在留資格をもつ外国人であ
り，法務大臣から在留カードが交付されたものを指す．つまり，本論文で扱う外国人とは，
在留資格を与えられた中長期在留者を指す．そのなかには入管法第二十二条に基づき永住
許可が与えられた場合に認定される永住者，「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離
脱した者等の出入国管理に関する特例法」（最終更新：平成三十年十二月十四日公布）によ
って認められた特別永住者，日本人の配偶者等にくわえ，日本への留学生や就労可能な在留
資格で日本に滞在している外国人が含まれる． 
 日本での在留資格は，身分や地位にもとづく在留資格と，活動にもとづく在留資格の大き
く 2つに分けられる（依光編 2003）．前者は活動や期間の制限なく日本に滞在できる外国
人であり，永住者や特別永住者，日本人の配偶者や永住者の配偶者などが該当する．後者は
さらに就労が認められる在留資格，就労が認められない在留資格，特定活動においてのみ活
動が許される在留資格の 3つに大別される．就労が認められないのは，留学，在留外国人の
扶養家族にあたる家族滞在，実務作業をともなわない研修，日本文化の研究者など収入を伴
わない活動を目的とする場合に与えられる文化活動という 4 つの在留資格である．特別活
動を含めたこれら 5つを除いた在留資格には，日本で就労をする権利が与えられている． 
 
2.2  在留資格別にみる外国人の増加 
まずは，法務省「在留外国人統計」を用いて在留資格別にみたとき，中長期的に滞在する
外国人の数がどのように変化しているのかを検討する．序-1の図は，2006年から 2019年ま
での在留資格別の外国人数を表している．全体の推移をみると，2019 年度は過去最高の約
293万人の外国人が中長期的に日本で滞在していることがわかる．その内訳は身分や地位に
もとづく在留資格が全体の半数を占めており，なかでも永住者の割合が全体の 3 割程度と
最も多くなっている．次に多いのが就労可能な在留資格で日本に滞在する外国人である．全
体の約 3割，約 80万人の外国人が日本で就労するために在留資格を取得しており，その数
は近年急増している．なかでも注目を集める技能実習に関しては，2010 年に在留資格が導
入されてから現在に至るまで急速に受け入れが進んでおり，約 40万人の技能実習生が日本
に滞在している．一方で 2015年から導入された高度専門職という在留資格に関しては，日
本における様々な優遇措置を得られるものの，認定基準が厳しいこともあって取得人数は
2019 年時点で 1 万人程度となっている．留学生の人数の推移をみても，東日本大震災の影
響からか 2011年と 2012年には減少したが，その後は単調増加して現在 35万人の留学生が
おり，今後も増加することが予想されている． 
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図 序-1 在留資格別外国人数（単位：人） 

出典：在留外国人統計 2006~2019（法務省 2020a）より著者作成 

 
表 序-1 専門的・技術的分野の在留資格の取得数（単位：人） 

 

技術・ 

人文知識・ 

国際業務 

技能 
企業内

転勤 

経営・

管理 
教育 教授 宗教 研究 興行 医療 芸術 報道 

法律・ 

会計 

業務 

高度 

専門職 
介護 

2006 92458 17869 14014 7342 9511 8525 4654 2332 21062 138 462 273 141   

2007 106447 21261 16111 7916 9832 8436 4732 2276 15728 174 448 279 145   

2008 119564 25863 17798 8895 10070 8333 4601 2285 13031 199 461 281 154   

2009 119888 29030 16786 9840 10129 8295 4448 2372 10966 220 490 271 161   

2010 115059 30142 16140 10908 10012 8050 4232 2266 9247 265 480 248 178   

2011 110488 31751 14636 11778 10106 7859 4106 2103 6265 322 461 227 169   

2012 111994 33863 14867 12609 10121 7787 4051 1970 1646 412 438 223 159   

2013 115357 33425 15218 13439 10076 7735 4570 1910 1662 534 432 219 149   

2014 122794 33374 15378 15184 10141 7565 4528 1841 1967 695 409 225 143   

2015 137706 37202 15465 18109 10670 7651 4397 1644 1869 1015 433 231 142 1508  

2016 161124 39756 15772 21877 11159 7463 4428 1609 2187 1342 438 246 148 3739  

2017 189306 39193 16559 24033 11524 7456 4404 1598 4209 1653 434 236 147 7668 18 

2018 225767 39940 17395 25670 12462 7417 4305 1530 4620 1936 467 216 147 11061 185 

2019  271999  41692  18193  27249  13331  7354  4285  1480  2508  489  2269  220  145  14942 592  

出典：在留外国人統計 2006~2019（法務省 2020a）より著者作成 
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活動にもとづく就労可能な在留資格は，2020年時点で 16種類存在する．序-1の表は，技
能実習を除いた 15種類の就労可能な在留資格を取得した外国人の数を示している．これら
15 の在留資格は，まとめて「専門的・技術的分野の在留資格」と呼ばれている．なかでも
技術・人文知識・国際業務の在留資格をもつ外国人が圧倒的に多く，専門的・技術的分野の
在留資格をもつ外国人の約 70%がこれに該当する．この 5 年間で技術・人文知識・国際業
務の在留資格をもつ外国人は約 15万人増加しており，その増加率も著しい．法務省の定義
によると，技術・人文知識・国際業務6の在留資格は「本邦の公私と機関との契約に基づい
て行う理学，工学その他の自然科学の分野若しくは法律学，経済学，社会学その他の人文科
学の分野に属する技術若しくは知識を要する業務又は外国の文化に基盤を有する思考若し
くは感受性を必要とする業務に従事する活動」に対して与えられる（法務省 2020b）．その
例として「機械工学等の技術者，通訳，デザイナー，私企業の語学教師など」が挙げられて
いるが，実際には日本の私企業で働くほとんどの外国人がこの在留資格に該当している．大
学等の教育機関で専門的知識を身につけたのち，日本国内でホワイトカラーとして働く外
国人のほとんどが，この在留資格を付与されるためである7．私企業で働く外国人の在留資
格のうち，全体に占める割合は技術・人文知識・国際業務についで技能，経営・管理，企業
内転勤と多くなっているが，それらの在留資格をもつ外国人の割合はあわせても 10％程度
に過ぎない． 
 
2.3  雇用状況からみる外国人の増加 
 就労可能な在留資格をもって日本で滞在する外国人は年々増加しているが，日本国内で
どのような外国人が・どの程度・どのような業種で働いているだろうか．次に外国人労働者
の雇用について調査した厚生労働省の「外国人雇用状況」のデータを用いて，現在日本で働
いている外国人の現状を俯瞰したい． 
序-2 の図は外国人雇用状況に計上されている外国人労働者数の変化を示したものである

8．近年日本で働く外国人労働者数が激増していることが読み取れ，その総数は 2019年時点
で 165万人にのぼる．近年は毎年 20万人ほど外国人労働者が増加しており，ますますの増
加が予想されている．  

 
6 もともと技術と人文知識・国際業務という在留資格が個別に存在していたが，2014 年の改正
法案成立に伴って 2015 年の 4 月から 2 つの在留資格が一本化された．この事実に対して上林
（2015b）は，日本企業がもつ幅広い職種間の異動を考慮し，日本の大企業の雇用慣行に沿った
入国管理体制としたためだと指摘する． 
7 法務省が在留資格の申請に必要とする書類は資格ごとに異なっており，そのなかで日本の私企
業で働くことを前提とする資格は「経営・管理」「企業内転勤」「研究」「技術・人文知識・国
際業務」の 4つである． 
8 2007年に統計がなく，2008年以降にその人数が増加している理由は，2007年に成立・交付さ
れた「雇用対策法及び地域雇用開発促進法の一部を改正する法律」にあると考えられる．同法律
の成立によって外国人を雇用する際のルールが大きく変更され，外国人の雇い入れ・離職ごとに
外国人の氏名や在留資格などをハローワークに届け出ることが義務づけられ，外国人労働者の
雇用管理の改善等が事業主の努力目標とされた（厚生労働省 2007a）．届出の義務化に関しては，
外国人の不法就労の防止と離職した外国人の再就職支援を効率的に行う目的で制度化されたも
のであるが，外国人雇用状況の届出を企業や事業主に義務づけることで外国人労働者の就労状
況が以前よりも透明化されるという効果もあった． 
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図 序-2 外国人労働者数の推移（単位：人） 

出典：外国人雇用状況 1993~2019（厚生労働省 2020a）より著者作成 

 
序-3 の図は専門的・技術的分野の在留資格をもって日本で働く外国人労働者の数を示し
ている．外国人労働者全体の 2割程度が専門的・技術的な分野で働いており，その人数をみ
てもデータを収集し始めた 2008年から単調増加していることがわかる． 
 

 
図 序-3 専門的・技術的分野の在留資格をもつ外国人労働者の推移（単位：人） 

出典：外国人雇用状況 2008~2019（厚生労働省 2020a）より著者作成 

 
 また序-2の表は 2019年度のデータから，出身国別に専門的・技術的分野で働く外国人の
数，そして日本で滞在する該当国出身の人のなかで専門的・技術的分野で働く労働者の割合
を示したものである．外国人数としてみると中国国籍が圧倒的に多く，専門的・技術的分野
の労働者全体の約 4 割を占めている．ついで多くなっているのはベトナムからの労働者で
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ある．ここ数年日本で在留資格をとるベトナム人は激増しており，専門的・技術的分野にお
いてもその増加が確かめられる9．他にも韓国やアメリカなど先進諸国からの受け入れも多
くなっており，特に先進国の場合には専門的・技術的分野の外国人の割合が高い傾向があ
る．近年ではフィリピン，ネパール，インドネシアなど近隣アジア諸国からくる外国人が多
い．ブラジルやペルーに関しては，身分にもとづく在住，いわゆる日系人が多いため，専門
的・技術的な分野で働く外国人は少なくなっている10． 
 
表 序-2  2019 年出身国別の専門的・技術的な外国人労働者数とその構成割合（単位：人） 

中国 韓国 
フィリ

ピン 

ベトナ

ム 

ネパー

ル 

インド

ネシア 

ブラ

ジル 
ペルー 

G8+オーストラリア

+ニュージーランド 

うちア

メリカ 

うちイ

ギリス 
その他 

114,856  31,208  11,579  49,159  12,720  4,759  1,071  115  47,481  21,346  7,276  56,086  

(27.5%) (45.1%) (6.4%) (12.2%) (13.9%) (9.3%) (0.8%) (0.4%) (58.6%) (62.0%) (58.9%) (27.9%) 

出典：外国人雇用状況 2019（厚生労働省 2020a）より著者作成 

 

 
図 序-4 専門的・技術的分野で働く外国人労働者数の産業別推移（単位：人） 

出典：外国人雇用状況 2008~2019（厚生労働省 2020a）より著者作成 

 
次に，専門的・技術的な分野で働く外国人がどの産業で働いているのかを概観する．序-

4の図をみると，専門的・技術的分野の外国人は製造業，情報通信業などの産業に多い．製
造業や情報通信業において専門的・技術的な職業に従事する外国人には，主に技術・人文知

 
9 ベトナムから日本での在留資格をとって働く外国人は 2019年時点で 40万人ほどおり，中国に
次いで 2番目に多い．日本で働くベトナム人の数は 2012年時点では全体で 2万人，専門的・技
術的分野で 3500人程度と少なかったが，ここ数年で飛躍的に増加している． 
10 身分にもとづく在住の場合，在留資格の区分から定住者または永住者に含まれ，専門的・技術
的分野の在留資格には計上されない． 
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識・国際業務や技能の在留資格をもった，エンジニアやホワイトカラーの事務職などが含ま
れている．統計データのあるどの産業においても外国人は増加傾向にあるが，特に製造業と
その他サービス業に分類される外国人の増加が著しい．おそらくその背景には，以下で述べ
るように，留学の身分から技術・人文知識・国際業務の在留資格を得た外国人が，日本企業
で多く働くようになったことが挙げられるだろう． 
 
2.4  日本で就職する外国人留学生の増加 
 序-1の図から日本への留学生が近年増加傾向にあり，2019年では 35万人を超える外国籍
の学生が日本に滞在していることが示された．そこで法務省の「留学生の日本企業等への就
職状況」データを用いて，日本への留学から日本での就職へと移行する外国人について概観
する．序-5の図は在留資格を変更し，日本企業へと就職した留学生の数を示している．2010
年代に入ってから，その人数が単調増加している様子がうかがえる．2018 年時点では 1 年
間で新たに 2.6 万人の留学生が日本企業で就職していることがわかる．その内訳をみると，
全体の 93%を占める 2.4万人の外国人が滞在資格を「留学」から「技術・人文知識・国際業
務」に変更して日本企業で働いている．さらにその主な国籍としては中国が全体の 46％を
占めており，次いでベトナム，ネパール，韓国，台湾の順となっている．全体としてアジア
からの留学生が日本企業で就職する事例が多く，アジア諸国出身者が占める割合は全体の
約 95%となっている．日本企業で専門的・技術的な職務に従事する若い外国人のなかでは，
アジア系の外国人が大多数を占めているのである11． 
 

 

図 序-5 日本企業で就職した留学生数の推移（単位：人） 
出典：留学生等の日本企業等への就職状況 2006~2018（法務省 2019a）より著者作成 

 

 
11 日本がアジア諸国の優秀な人材の受け皿となっているという知見について，詳しくは Fuess
（2003）や D’Costa（2004），Liu-Farrer（2009, 2011）を参照． 
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俯瞰してきたように，日本企業が変化の岐路に立つなかで，日本企業で働く専門的・技術
的分野の外国人の存在感は一層増している．では，こうしたマクロな社会の変化は，日本企
業と外国人労働者にいかなる影響を及ぼしているのだろうか．次節では，日本企業と外国人
労働者が現在どのような問題を抱えていると理解されているのかを概略的に示していく． 
 
 
3  日本企業と外国人労働者が抱える問題 
 
外国人労働者の受け入れが進むなかで，日本国内における日本企業と外国人労働者それ
ぞれについて，現在いくつかの問題点が指摘されている．まず外国人側が抱える困難とし
て，日本で就職することを望んでいながらも12就職における日本の慣習などに不慣れであり，
その資源や制度をうまく活用できないために，日本企業でうまく働けない外国人が多く存
在することが挙げられる（守屋編 2011; 李 2011; 守屋 2012; 原田 2012; 村上 2015）．こ
れは外国人に対する制度的な支援が不十分であることにより，優秀な外国人材の機会損失
が生じている事例だと理解されている（守屋 2012）．また日本企業側が抱える困難として，
文化的背景の異なる外国人とのコミュニケーションに齟齬が生じること（労働政策研究・研
修機構 2013; 岩崎 2015），そして優秀な外国人が確保できないことが挙げられている（依
光編 2003; 守屋 2016; 井口 2016; 上林 2017）．前者に関しては労務管理や組織マネジメ
ントの問題として，そして後者は日本的雇用システムに付随する問題としてそれぞれ認識
されている．なぜならば後者の論点は，日本企業の雇用管理が中長期的な労使関係を前提と
しているために優秀な外国人を敬遠させ，その定着を阻害していると理解されているため
である（塚﨑 2008; Oishi 2012; Osanami & Holbrow 2016; Holbrow & Nagayoshi 2016）． 
 

 
図 序-6 日本企業と外国人従業員の意識の齟齬 

出典：厚生労働省（2014: 15）より引用  

 
12 日本学生支援機構（2019）の調査によると，来日した私費留学生の約 46%が日本で就職する，
または日本企業で就職することを目的としている． 

・自社の経営方針に対する理解、採用後の処遇
高度外国人材が、入社前と入社後のギャップを感じ、働く意欲を失くしたり、会社を辞めたりすることがない
ように、採用時に、採用の目的、期待、評価 ･処遇等の制度等について、丁寧に説明することが重要です。
高度外国人材と企業との考え方のギャップについて、例えば図表のようなことが想定されます。こうしたミス
マッチが生じないよう、採用の時点で高度外国人材に対して、自社の良い点・悪い点を含め、実態をきちんと説
明することが重要です。

外国人側の意識企業側の意識

日本人社員と同様に
配置、活用

外国人ならではの
能力・語学力の活用

評価基準が不透明成果に基づく評価
基準の導入

長期雇用を前提に
長期的な視点

短期間での
キャリア形成

ワークライフ
バランスの尊重残業・休日出勤

活　用

評　価

労働環境

キャリア
形成

図表3-2　企業と高度外国人材とのギャップの例

■採用時等に自社の経営方針等の実態を説明している事例
★ 採用説明会で、学生からの質問に対して、包み隠すことなく会社の実態を説明している。一般的に新卒
で入社後３年間の離職率（大卒）が 30%、中堅中小企業ではさらに高いと言われる中で、当社は直近３
年間で採用した 23 名中、離職者は２名。 （中堅不動産企業、人事部門）
★ 会社で働くことの具体的なイメージを掴めるように、高度外国人材に先輩社員として体験談を話しても
らい、直接仕事の内容や働く環境等の実態について聞く機会を設けている。学生が納得して入社できる
よう心掛けている。 （大手小売企業、人事部門）

■採用時等における自社の経営方針等での実態説明に係る外国人材のコメント
★ 不安な点や分からない点は、説明会や電話で意見交換をしてくれた。本社でも１時間程度時間をとって
くれた。また、採用面接では、希望した部署の人と２時間話すことができた。学生が納得して入社でき
るようになっていると感じた。 （国内新卒採用、30 代、中国）
★ 採用時に、外国人材を活用する具体的イメージを伝えて欲しい。日本企業の場合には、採用時に提示し
た業務につける保証はないが、ケースとして提示し、イメージが沸くようにして欲しい。
 （海外新卒採用、30 代、中国）
★ 将来のプランが採用時に固まっていなくても、聞くことが非常に大事である。また、企業は本当に思っ
ていることを発言していいと伝えることが大切。「５年後母国に帰りたいと言ったら、採用してくれない
可能性が高い」と不安に思う。 （国内新卒採用、20 代、インド）

3
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実際，特に日本の大企業では，外国人労働者に関する問題が顕在化しやすい．なぜなら，
大企業では中小企業以上に長期的な雇用関係を前提とした制度が残っている環境にあって，
海外展開やダイバーシティ・マネジメントなどの要因から外国人従業員に対する需要が高
いためである．守屋（2011）によれば，日本の大企業ではダイバーシティ・マネジメントの
展開や外国人従業員率の増加がみられるものの，雇用のマッチングが適切に行われないこ
とによって，外国人従業員の短期的な離職が多く生じている．これは，序-6で図式化したよ
うに，日本企業の人事管理と外国人従業員のキャリア形成意識の差によって，両者が想定す
る雇用期間よりも短い間に離職が生じてしまうことに問題の本質がある（厚生労働省 
2014）．日本企業にとっては労力を費やして雇用した外国人に対する機会損失が発生するこ
と，外国人にとっては働きたいと考える企業での理想的な雇用状況が達成されないことが，
マッチングが最適に行われていないことの弊害だと理解されている． 
とりわけこの問題は，日本的雇用システムに対する意識の面で，日本企業と外国人従業員
に齟齬があるために助長されている（塚﨑 2008; 明石 2010; Oishi 2012）．つまり外国人労
働者の雇用は，日本的雇用システムを維持しようとする企業側とキャリア志向の強い外国
人側の間で軋轢が生じるため，数年で解消していると考えられてきた．この知見は，日本的
雇用システムが外国人雇用を妨げる要因であり，それゆえに日本的な雇用管理の制度・慣行
を修正すべきだという主張の論拠とされる． 
それに対して本論文は，日本的雇用システムが外国人の雇用を妨げているという推論に
対して疑問を呈する．これまでの研究は，日本的雇用システムがいかに日本社会全体のなか
で変容しているのか，いかに外国人労働者が日本社会へと流入しているのかというマクロ
な水準を中心に検討が進められてきた．そこで得られた知見は，マクロな社会の変化に雇用
システムの対応が追いついていないため，外国人雇用にマッチング上の問題が生じている
というものであった．しかしこれまでの議論は，組織・制度・集団という単位から主に考察
が展開されており，個々の行為者の行動原理に着目した議論となっていない．日本的雇用シ
ステムが外国人のキャリア形成において妨げとなるならば，なぜ多くの外国人がそうした
制度が色濃く残る日本企業で働く選択をするのだろうか．外国人の短期離職が見込まれる
ならば，それでもなぜ日本企業は外国籍の人材を雇用するのだろうか．日本企業と外国人従
業員のマッチングに問題があるとするならば，日本的雇用システムが外国人雇用を妨げる
という因果性を自明とせず，実際の雇用関係に着目しながら，組織と労働者それぞれを行為
主体として設定した個人ベースの議論を展開する必要があると考えられる． 
 
 
4  本論文の問いと構成 
 
以上，日本企業と外国人労働者の置かれたマクロな環境とその動向について概括してき
た．その結果，本論文の背景として，近年両者のマッチングが促進されるなかで，日本企業
の人事管理と外国人従業員のキャリア形成意識に齟齬があるために，外国人の早期離職を
生み出しているという見取り図を示した．しかしこの図式のもとでは，両者の最適なマッチ
ングが行われていないという現状を示唆することはできるが，労使双方のどのような意味
や論理において行為した結果，マッチングが成り立っているのかが説明されない．たとえば
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既存の知見では，マッチングが解消される理由は説明されうるが，日本企業と外国人労働者
のいかなる意図のもとで関係性が構築・維持されているのかという点は考察されていない．
日本企業と外国人の意識のギャップが生じると指摘されている一方で，実際に多くの日本
企業と外国人の間でマッチングが成立している13．外国人のキャリア志向が強いために離職
が生じると理解されているならば，なぜ日本企業は彼ら/彼女らを採用しようとし，また育
成・管理しようとするのか．また日本企業の提示する中長期的なキャリアが自身の理想とす
るキャリアと異なるならば，なぜ外国人は日本企業で就職し，数年間であってもそこで働く
のか．以上の疑問は，日本企業と外国人双方の主観的な視点から，両者の間で結ばれる個別
の関係性に着目することで紐解く必要があるだろう． 
この点を考察するときに重要になるのが，雇用関係という概念である．雇用関係とは，団
体交渉や労使協議を前提としない労働市場における個人と企業のミクロレベルでの主体的
な雇用契約を指す．本論文では「1つの企業における労働者と使用者の間で作られ，維持さ
れる，個別的で持続的な関係性」を雇用関係と呼び，日本企業と外国人労働者のマッチング
を個人ベースで議論するための鍵概念とする． 
日本企業と外国人の間に意識のギャップがあると指摘されながらも，なぜ実際にその雇
用関係が構築され，また維持されているのか．この問いを解くためには，雇用関係の構築・
維持を両者の相互行為にもとづく現象と捉えたうえで，その行為者の主観的な意味や動機
を理解する必要がある．具体的には，日本的雇用システムやグローバル化に代表される外的
環境の変化のなか，日本企業と外国人労働者それぞれがどのような認識にもとづいて行為
した結果，雇用関係が成り立っているのかを検討しなくてはならない．実際の雇用関係がい
かに構築・維持・解消されているのかを，日本企業側と外国人労働者側という労使双方の視
点から把握することで，マッチングが促進される両者の雇用関係の現状とその問題点をよ
り包括的に理解することができると考えられる． 
本論文の目的は，日本的雇用システムが外国人雇用を阻害しているとする集団ベースの
議論を中心としていたマッチングの問題を，日本企業と専門的外国人をそれぞれ行為主体
とする個人ベースの議論で再展開することで，労使双方の行為者がどのような意図で雇用
関係を構築・維持しているのかを理解することにある．そのためには，既存研究を渉猟して
本論文の問いを精緻なものとし，問いに答えるための分析枠組みを整理し，実際に労使双方
の視点から実証的に分析を行う必要がある．したがって，本論文の構成は以下のようにな
る． 
第 1章では，日本企業と外国人労働者の関係性をめぐる先行研究を俯瞰し，その問題点と
本論文独自の着眼点を浮き彫りにする．本論文の関心にもとづいて既存の研究を整理する
と，組織研究と労働者研究という 2つの視座から，異なる規範的・観念的な議論を下地とし
て，日本的雇用システムが外国人雇用を妨げているという共通の問題化がなされてきたこ
とがわかる．しかし既存研究では，実際に雇用関係を構築・維持している労使双方の行為者
の視点に立った個人ベースでの議論が不十分であり，どの要素がマッチング上の問題を生

 
13 マッチングの総数が増えていることは確認したが，その離職率に関しても日本人と同様だと
いう指摘がある．たとえば外国人を雇用する企業への調査を行なったパーソル総合研究所（2019）
によると，6割以上の企業が外国人正社員の離職率は日本人と変わらないと回答した． 
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んでいるのかを遡及できていない．そこで本論文では日本的な雇用管理が外国人雇用に与
える影響，雇用関係を構築・維持する日本企業側の意図，外国人側の意図という 3つの観点
から検討をくわえることが，現実の外国人雇用問題に解を与えるだけでなく，新たな視座か
ら雇用関係を扱うという学問的貢献につながることを論じる． 
第 2 章では，前章で示した 3 つの課題を検討するために，本論文における実証分析が扱
うべき対象，雇用関係を理論的に扱うための視座，それぞれの検討課題を 1つの問いとして
統合するための分析枠組みを体系的に示す．本論文では東京証券取引所に上場する日本の
大企業とそこで働く外国人正規雇用者の雇用関係に焦点を絞り，その雇用関係の特徴を捉
えることで，日本の労働市場に特徴的な雇用関係のあり方を探索することを述べる．また雇
用関係を理論的に考察するためには，組織を捉える視点と労働者を捉える視点に分化して
発展した研究知見を，両者の関係性を検討してきた労使関係論や産業社会学の枠組みに適
用させた，新たな理論枠組みを考察する必要があると論じる．そして集団ベースの議論の再
検討と個人ベースの視座からの考察という研究課題をそれぞれ最適な形で検討するために，
各課題が扱うべきデータとその分析方法，それらをまとめる分析枠組みについて概観する． 
第 3章では，日本的な雇用管理が外国人雇用を妨げる要因となっているのかを，企業への
アンケート調査を用いた量的アプローチから実証的に検討する．これまでの研究では，外国
人の早期離職の原因究明という課題を設定するあまり，個別の企業がどのような制度をも
つのかを実証的に議論しないまま，日本的な雇用制度にその原因が帰着されていた．そこで
企業へのアンケート調査から，企業のもつ雇用管理制度と外国人雇用の方針，そしてその雇
用状況がいかに関連しているのかを計量的に把握する． 
第 4章では，いかにして日本企業が外国人を理解し，その雇用関係を構築・維持するのか
を検討するため，グローバル化をめぐる企業の経営戦略と人材戦略に着目する．外国人労働
者を扱った経営学的研究からは，自社のグローバル化を目的とした経営戦略と人材戦略の
なかで，つまり組織の戦略的な意図のもとで外国人雇用が理解されてきた．そこで外国人と
の雇用関係を分析する次章の予備的考察として，企業がどのようにグローバル化という現
象を理解し，自社の経営・人材戦略を構想しているのかを，人事部の語りから明らかにする． 
第 5章では，前章の分析をふまえたうえで，日本企業が本社で働く外国人をどのように理
解し，その雇用関係を構築・維持しているのかを検討する．これまでの研究では，企業の戦
略的意図が外国人の理解とその雇用にどのように結びついているのかが検討されてこなか
った．そこで戦略との関連に着目しつつ，企業人事部が外国人の採用・育成・管理について
語ったインタビューデータから，企業の行為がいかに語りのなかで正当化されるのかを動
機の語彙論を用いて考察することで，外国人に対する企業側の認識を明らかにする． 
対照的に第 6章では，外国人が日本企業をどのように理解し，その雇用関係を構築・維持
しているのかをインタビューデータを用いて質的に検討する．これまでの研究では，日本の
大企業で働く外国人労働者は経済的人間としての側面が強調され，その生活にかかわる側
面が十分に考察されてこなかった．そこで前章同様に，外国人が雇用関係について語るとき
に用いられる動機の語彙を分析し，日本での生活を含んだ労働者の主観的な認識から彼ら/
彼女らのキャリアを紐解いていく． 
終章では本論文の分析結果をまとめ，日本的な雇用管理制度が外国人雇用に与える影響
と，労使双方が日本企業と外国人労働者をどのように理解し，その雇用関係を構築・維持し
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ているのかを改めて整理する．そして，両者の認識から関係性を理解することで，いかなる
意図にもとづく行為の結果として雇用関係が成り立っているのかを考察する．最後に，雇用
関係が労使双方の認識にもとづく相互行為の結果として捉えられることを示し，相互行為
を捉える産業社会学的な考察の必要性と，いかに多様化していく雇用関係を理解できるの
かについて議論し，本論文の射程と今後の課題を提示する． 
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【以下の章は、5年以内に出版予定のため、省略】 
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論文の内容の要旨 

 
本論文は、日本企業と外国人労働者、なかでも長期的な人材開発を企図した日本的な
雇用管理制度をもつ大企業と専門的・技術的な職務に従事する正規雇用の外国人（以下、
専門的外国人）に着目し、日本の労働市場でその雇用関係がいかにして成り立っている
のかを明らかにしてきた。 
近年、日本企業はグローバル化などの環境変化に対応した経営方針の転換を余儀なく
され、その変化の一端として外国人労働者を多く雇用するようになった。日本では多様
な人材の活用を目指すダイバーシティ・マネジメントが広がり、その一環として積極的
に専門的外国人の雇用が取り組まれている。しかし専門的外国人は、現在その数が増加
する一方で、短期的な離職が問題視されている。既存研究では、日本的な雇用管理制度
がキャリア志向の強い専門的外国人に受け入れられず、両者の想定よりも早く離職が生
じるマッチングの齟齬が指摘されていた。ただしこうした研究は、個々の行為者がいか
にその雇用関係を構築・維持・解消するのかという個人を主体とした議論となっておら
ず、双方がどのように行為した結果としてマッチングが成り立っているのかという点が
考察されていない。そこで雇用関係が両者のいかなる意図のもとで構築・維持されるの
かを検討することで、双方の認識にもとづく主体的な相互行為という観点から、雇用関
係が成り立つ現状とその問題点を包括的に考察した。 
 
第 1章では、日本企業と外国人労働者の関係性をめぐる先行研究を俯瞰し、その問題
点と本論文の着眼点を示す。既存研究を整理すると、組織研究では日本的雇用慣行を修
正するための処方箋としてホワイトカラー層の外国人労働者が注目され、労働者研究で
は主に低熟練層の外国人労働者に対する社会的包摂の重要性とその難しさが指摘され
ている。どちらの研究群も規範的な観点から専門的外国人の受け入れと定着に着目し、
それが進んでいない現状を問題視してきた。 
既存研究では、日本において専門的外国人の雇用で進まない原因を日本的雇用システ
ムというマクロ要因に帰着させて理解してきたが、その研究には 3つの陥穽がある。第
一に日本的な雇用管理が専門的外国人との雇用関係に与える影響が、第二に専門的外国
人との雇用関係を構築・維持するという日本企業側の意図が、第三に日本企業との雇用
関係を構築・維持するという専門的外国人側の意図が、それぞれ十分に検討されてこな
かった。この 3つの欠点を克服する課題を検討し、いかなる相互行為の結果として雇用
関係が成り立っているのかを明らかにすることを本論文の目的と設定する。 
第 2 章では、前章で示した 3 つの課題を検討するために、本論文における分析が扱
うべき対象、理論的な視座、分析方法とそれらをまとめる枠組みを体系的に示す。本論
文では東京証券取引所に上場する日本の大企業とそこで働く専門的外国人の雇用関係
に焦点を絞り、その雇用関係の特徴を捉えることで、日本の労働市場に特徴的な雇用関
係のあり方に焦点をあてる。またその両者の雇用関係を捉えるためには、企業と労働者
の関係性を捉えてきた労使関係論や産業社会学の理論的考察を中心とし、これまでの組
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織研究と労働者研究で蓄積された知見を踏まえることで、雇用関係を分析するための理
論的な視座をアップグレードさせる必要があると論じる。そして質的アプローチを中心
とした混合研究法を用いることで、3つそれぞれの課題を最適な形で検討しながら、両
者の相互行為のなかで雇用関係が成り立つ様子を統合的な枠組みのなかで検討するこ
とができると提示する。 
第 3章では、企業への量的調査を用い、実証的に第一の課題を検討する。これまでの
研究では、実際に企業間の制度を比較しないまま、雇用関係の構築・維持を妨げて専門
的外国人の離職を生む原因を日本的な雇用管理制度に帰着していた。ところが東証上場
日本企業に質問票調査を行って比較検討してみると、日本的な雇用管理制度は専門的外
国人の雇用戦略とその雇用実態に統計的に有意な影響を与えてはいなかった。制度それ
自体ではなく、むしろ日本的な雇用管理制度と関連するとされる大企業・製造業といっ
た企業属性が、専門的外国人の雇用を水路づけていることが検証された。 
この結果は、日本的な雇用管理制度こそが外国人雇用に対する日本企業の消極的な姿
勢をもたらし、専門的外国人の就職と定着を妨げるという従来の議論への反証となる。
しかし同時に、日本的な雇用管理をもつ企業でいかにして雇用関係が成り立ち、マッチ
ングの齟齬が生じているのかを、雇用制度それ自体へと直接的に帰責せず、双方の認識
にもとづく主体的な相互行為に遡って検討する必要性を示唆する。そこで第 4章と第 5
章では日本的な雇用管理をもつ企業に着目し、人事部へのインタビュー調査から、日本
企業が専門的外国人との雇用関係をどのように理解しているのかという第二の課題を
検討する。企業の行為を内的に把握するため、その企業全体の経営戦略・人材戦略を踏
まえたうえで、専門的外国人に対する理解を動機の語彙論を用いて分析した。 
第 4 章では、調査対象企業を自社の強みであるコア・コンピタンスの認識によって、
本社組織の経営・人材戦略を拡張しようとするグローバル企業、各地域で本社の知識・
技術・人材を活用しようとするインターナショナル企業、地域ごとの自律的な経営・人
材戦略を目指すマルチナショナル企業という 3 つのパターンに類型化した。その類型
ごとに共通するグローバル化の認識と経営・人材戦略がみられたため、専門的外国人の
雇用戦略や雇用状況にも違いがみられるものと予想される。 
ところが第 5 章の分析では、その分類によって専門的外国人に対する企業側の理解
が正確に説明されるわけではないことが明らかになった。どの日本企業でも、専門的外
国人は日本人と同質/異質の存在であるという 2 つの認識が併用される形で理解されて
いるからである。そしてその 2つの認識は、それぞれコア人材戦略とダイバーシティ人
材戦略という自社の戦略との一貫性から説明され、それを促す外部状況の認識とともに
提示され、現実の制度や関係性から正当化される。たしかに 2 つの戦略の表出の仕方
は、第 4章の分類と緩やかに対応する。しかしそれはいずれかの戦略的側面を相対的に
強く表出しているにすぎず、どの企業も 2つの戦略的理解を成り立たせ、ダイバーシテ
ィ人材とコア人材としての役割を同時にこなす存在として専門的外国人を理解してい
る。 
調査対象となったどの企業でも、実際に雇用されるのは新卒一括採用の枠組みで採用
された日本語能力の高い外国人である。彼らは日本人同様のふるまいと志向性をもった
コア人材だと理解され、既存事業の変革をもたらすダイバーシティ人材となることを求
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められると同時に、日本人と同じ枠組みで採用・育成・管理するものとされていた。こ
のように専門的外国人に対する 2 つの戦略的理解は、結果的に日本の新卒市場で採用
された外国人を自社の制度的環境に当てはめることを正当化し、どの企業でも類似した
雇用戦略と雇用状況を生んでいた。 
第 6章では、第三の課題を検討すべく、大企業で働く専門的外国人にインタビュー調
査を行った。これまでの研究では専門的外国人の経済合理的側面に焦点があり、彼らの
生活実相を含めてキャリアが考察されていなかった。そこで動機の語彙論を用いて質的
調査を分析した結果、専門的外国人にはキャリアプランが定まらないなかでの一時的な
関係として日本企業での就労を捉える傾向がみられた。彼らは配偶者や恋人などとの関
係性を中心として日本で働く居住国の選択をしており、日本でエンプロイアビリティを
高めるための最適な初職として日本企業での就労を捉える傾向にある。そして今後のキ
ャリアを見定めるまでの係留地として、日本的な雇用管理制度を評価し、自身を日本人
とは異なる特別な存在として肯定することで、解雇の心配がない日本企業との関係構築
が目指されていた。彼らは自身のキャリアの可能性を最大化しようとして雇用関係を維
持するため、その可能性が狭まるような定住にかかわる要因や企業内キャリアの提示は、
雇用関係を維持または解消するという決断にかかわる動機の語彙となる。彼らの離職は、
日本的な雇用制度によってではなく、こうしたキャリア観によって雇用関係を構築・維
持しようとすることで生じていると考えられる。 
終章では以上の分析をまとめ、マッチングにおける相互行為の時点から労使双方で期
待の誤認が生じるために、すでに関係構築の段階から雇用関係に対する同床異夢が生じ
ていると結論づける。新卒就職の面接において、外国人は自身を日本人と異なるグロー
バル人材だとしてアピールするも、企業はその外国人のふるまいを日本人同様のものだ
と理解し、日本人と同じ制度的枠組みのなかで扱おうとする。この認識の不一致は雇用
関係を維持するなかで顕在化するが、それぞれは各々の意図から雇用関係の維持を志向
する。しかし企業が長期的前提をもつのに対して、外国人は最適なキャリアを見つける
までの短期的志向性をもつため、彼らは自発的な離職という形で雇用関係の解消を行い、
その正当化の語彙として日本的雇用を用いるのである。 
このように、日本企業と専門的外国人という労使双方の認識に注目すると、雇用関係
に齟齬が生じる原因は外国人のキャリア志向や日本的な雇用制度ではなく、同床異夢が
生じるような他者理解にあることがわかる。本論文は、こうした相互行為への注目が、
労使間の分析に大きな突破をもたらす可能性を示唆する。また同時に、労使双方の認識
に着目し、その認識にもとづく相互行為の結果として雇用関係を捉える産業社会学的な
考察が、多様化する雇用関係がいかにして成り立つのかを検討する有用な分析視角とな
りうることを示唆している。 


